
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

公 共

Ｊ Ｒ

09-033

ウクライナ国 
ウクライナ日本センタープロジェクト 

中間評価調査報告書 
 
 

 

 
（2009 年） 

 

平成 21 年 3 月 

公共政策部 

独立行政法人国際協力機構 



 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

ウクライナ国 
ウクライナ日本センタープロジェクト 

中間評価調査報告書 
 

 

 
（2009 年） 

 

平成 21 年 3 月 

公共政策部 

独立行政法人国際協力機構 



 

序     文 
 

2004年6月に日本政府とウクライナ政府との間で技術協力協定が結ばれたことを受け、ウクライ

ナの経済発展及び同国と日本との友好関係の促進を目的としたプロジェクトの要請がウクライナ

政府よりなされ、ウクライナ日本センタープロジェクトの実施が決定されました。これを受けて

独立行政法人国際協力機構は、2006年5月に実施協議調査団を派遣し、同年5月から5年間の計画で

ウクライナ日本センター（UAJC）において活動の三本柱（ビジネスプログラム、日本語コース、

相互理解促進事業）の実施体制確立を目標とした技術協力プロジェクトを開始しました。 

今般、プロジェクト開始から2年半が経過したため、2008年11月18日から12月2日の日程で、中

間評価調査団を現地に派遣し、ウクライナ側と合同で、プロジェクトの中間評価を行いました。

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、プロジェクトの成果達成の

ために、広く活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、一層のご支

援をお願いする次第です。 

 
 平成21年3月 
 

独立行政法人国際協力機構 
公共政策部長 中川 寛章 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国 名：ウクライナ 案件名：ウクライナ日本センタープロジェクト 

分 野：人的資源開発一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部ガバナンスグ
ループ日本センター課 

協力金額（評価時点）：4億円 

 2006年5月22日～ 
 2011年5月21日 

先方関係機関：1）監督機関：教育科学省 
：2）実施機関：キエフ工科大学 
  （Kiev Polytechnic Institute：KPI） 

協力期間  日本側協力機関： 
独立行政法人国際交流基金（日本語教育分野） 
独立行政法人日本貿易振興機構（Japan External Trade 
Organization：JETRO、貿易・投資促進分野） 

  他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ウクライナにおける日本センターは、同国における市場経済への移行をめざす改革の促進及
び経済分野における人材育成を目的に、国際機関である「支援委員会」とウクライナ政府との
間で交わされたメモランダムによって、1999年1月22日に開所された。同センターはキエフのモ
ヒラ大学に設置され、経済講座の開催、本邦招聘研修、日本語講座、図書室の一般向け開放、
その他各種企画などの活動を展開してきたが、2003年3月をもって支援委員会が廃止されること
となり、外務省とJICAとの間で、JICAの技術協力プロジェクトとしての同センター事業実施の
検討が開始された。 
同センター事業をJICAの技術協力プロジェクトとして実施するに際し、実施機関としてキエ

フ工科大学（KPI）が候補にあがり、2003年6月には、KPIの付属機関として、「ウクライナ国立
キエフ大学（National Technical University of Ukraine Kiev Polytechnic Institute：NTUU＜KPI＞）ウ
クライナ日本センター（Ukraine Japan Center：UAJC）」（KPI<UAJC>）が設置された。JICAによ
る協力が開始されるまでの間、KPIは在ウクライナ日本大使館の支援を得ながら、日本語事業を
中心とした極めて小規模な事業を実施していたが、2004年6月に日本政府とウクライナ政府との
間で技術協力協定が結ばれたことを受け、ウクライナの経済発展及び同国と日本との友好関係の
促進を目的としたプロジェクトの要請がウクライナ政府よりなされ、ウクライナ側及び日本側
との協議の結果、2006年6月より5年間の計画でプロジェクトを実施することが合意され、現在、
実施中である。 

 
１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 
ウクライナ日本センター（UAJC）が、ウクライナの経済成長やさまざまな分野における

日本・ウクライナ間の協力をより一層促進するための拠点となる。 
 

 （2）プロジェクト目標 
UAJCが、「ウクライナの経済成長に資する人材の育成」と「日本・ウクライナ両国の社

会・経済・文化面における交流関係促進」という統合的機能を果たすための体制が整備さ
れ、かつ、UAJCがその役割を果たすようになる。 



 

 （3）成 果 
1）ウクライナの大学及び産業界のニーズに合致したビジネスプログラムを提供する体制
及びノウハウが整うとともに、ウクライナの経済成長に資する人材を育成するための一
定のプログラムが実施される。 

2）日本・ウクライナ間の社会・経済・学術・文化などの相互交流を促進させるためのウク
ライナにおける日本語教育の拠点としての体制が構築される。 

3）日本・ウクライナ間の社会・経済・学術・文化面についての情報及び知識の収集と相互
発信のための体制が構築されるとともに、上述した分野での情報と知識の双方向での発信
が行われる。 

4）日本・ウクライナ側関係機関の協力・支援の下、UAJCが自立的に運営されることが可
能な体制基盤が整備される。 

 
 （4）投入（2008年10月末） 

1）日本側：長期専門家派遣（4名）、短期専門家及び調査団派遣（17名）延べ計21名、機材
供与（承認額）累計17万6,000ドル（内訳はコンピューターや日本語関連教材、
相互理解事業に係る資機材ほか）、在外事業強化費（2008年9月までの累計）累
計4,800万円、カウンターパート（C/P）研修員受入（日本）3名 

2）相手国側：施設と建物の提供、電気代及び水道代、C/Pの配置（KPI側のUAJC所長、会
計士、コーディネータースタッフ、警備員、その他センター事業実施に係る
人員） 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括 ：伏見 勝利 JICA公共政策部ガバナンスグループ日本センター
課 課長 

評価分析 ：松本 彰 A＆Mコンサルタント有限会社 代表取締役 
日本語コース評価分析 ：福島 青史 国際交流基金ブダペスト日本文化センター 日本

語教育アドバイザー 
協力企画 ：大橋 勇一 JICA公共政策部ガバナンスグループ日本センター

課 

調査期間 20058 年 6111 月 16831 日 ～ 7122 月
1
4
2
3
2
4
日

評価種類：終了時中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 評価結果の要約 
 （1）妥当性 

本プロジェクトはウクライナの社会・経済状況を踏まえた人材育成ニーズと整合し、ま
た日ウ両国間の絆を深める効果をもつとみられることによって、高い妥当性を有すると評
価できる。さらにウクライナで「日本の顔」の見える拠点として同センターが位置づけら



 

れること、同センターを拠点に二国間の人的・文化的交流を促進することで、お互いの関
係を緊密化できることから、本プロジェクトは妥当性があると判断される。詳細は、以下
のとおり。 

 
1）ターゲットの選定とニーズへの対応 
ビジネス、日本語さらに相互理解促進事業において、さまざまな研修、イベント、フォー

ラムがニーズに基づいて実施され、その事業の選定や協力アプローチは妥当性が高い。 

① ビジネスプログラム 
民間セクター開発に向けて、ウクライナで徐々に整備が進められてきているものの、

地方の産業基盤や人材基盤は脆弱であり、民間セクター開発のコアとなる企業並びに
起業家の育成が重要である。同国では既に欧米のビジネススクールが存在し、欧米式
のマネージメント手法、理論を教えているが、UAJCは、より実践的で経営に直結し、
実際の企業経営に役立っているとの高い評価を得ている。また地方でのビジネス研修
実施には強いニーズがある。 

 
② 日本語事業 

コース開催後の問い合わせや受講生数の伸びをみても分かるように、日本語コース
への需要は高く、ニーズに応じて子ども達への日本語教育はじめ、初級から上級まで
さまざまなレベルのコースの設置を行う一方、日本語普及のための活動を順調に実施
していることから妥当性が高いものであるといえる。 

 
③ 相互理解促進事業 

ウクライナ人の間で日本文化に対する関心が高いことから、同事業には、幅広い層、
しかも人数も過去2年半で2万8,000人を超える人が参加していることから、その妥当性
は高いと判断される。 

 
2）ウクライナ政府の政策との一致 
 市場経済化促進のための人材の育成というプロジェクトの目的は、同国の政策と一致し
ている。 

 
3）我が国の優先政策・分野との整合性 
 市場経済化に向けた人的資源の開発支援は我が国の優先分野のひとつであり、その政策
はプロジェクト開始当初から変わらず、プロジェクトの方向と合致している。 

 
 （2）有効性 

プロジェクトの有効性は高い。プロジェクトの活動はほぼ計画どおりに実施され、成果
をあげていると判断される。特に日本語、相互理解は多くの応募及び参加を得て、人気を
博しており、同事業がウクライナの人々の間に受け入れられ、評価及び信頼を得たといえ
る。こうした高いパフォーマンスを引き続き維持できれば、プロジェクト終了までに本プ
ロジェクト目標である「『ウクライナの経済成長に資する人材の育成』と『日本ウクライ
ナ両国の社会・経済・文化面における交流関係促進』という統合的機能を果たすための体
制が整備される」見込みと判断できる。 

 



 

 （3）効率性 
一部、当初の計画どおりに専門家が派遣できなかったものの、達成された成果の量と質をみ
る限りにおいて、投入は成果を出すうえで、極めて効率的に活用されたと評価される。またプ
ロジェクトは限られた予算及び期間のなかで効率的に実施されており、費用対効果が高い。 

 
 （4）インパクト 

現時点で評価、判断するには時期尚早であるものの、UAJCは日本に関する多様なプログ
ラムやイベント、また両国民の相互交流の場として、二国間の架け橋の役割を担っており、
人的資源開発に貢献していることが確認された。 

 
 （5）自立発展性 

一定規模の収入があげられる限り、事業、組織、政策さらに財政面での自立発展性は確
保される見通しといえる。 

 
1）事業の自立発展性 
 日本語及び相互理解事業は活発な活動が行われ参加者からの評判もよい。ビジネス事業
は他の事業と比較するとまだ活発ではないものの状況は変わりつつあり、計画、運営、調
整、コミュニケーション機能の強化が望まれる。 
 

2）組織面での自立発展性 
 同センターの組織体制は確立しつつあり、法的措置や各事業活動に係るノウハウもかな
り蓄積されている。また事業実施を支える現地スタッフのキャパシティも職場訓練
（On-the-Job Training：OJT）を通して高まりつつある。ただし組織の自立発展性に関して
いえば、KPIの一層の関与が望まれる。 
 

3）政策面での自立発展性 
 ウクライナは昨年（2007年）までは好調な経済成長に支えられてきたが、2008年10月の
金融危機の影響を受け、現時点では先が読めない状況にある。ただし、ウクライナの経済
成長、特に市場経済化に資する人材の育成や、両国間の社会・経済・文化面における交流
関係促進、関係強化については、変化はないと思われる。 

 
4）財政面での自立発展性 
 プロジェクトの事業収入は、スポンサー寄付金、相互理解促進事業/図書館運営、日本
語事業、ビジネス研修から成り立っている。日本語並びに相互理解事業に関しては、独立
採算での実施の可能性があり、財政的な自立発展性が見込まれる。しかし、事業運営スタ
ッフはJICAから在外事業強化費で補っており、現行、センター運営経費におけるセンター
収入額の割合は3割である。よって、中長期的な視点での財務的な自立発展性のため、収
入の増加を図っていく必要がある。 

 
３－２ 目標達成の促進要因 
 プロジェクトの成功要因は次のとおり。 
・ 法的措置の整備や特恵による自立運営に必要な各種基盤の整備 
・ 運営・管理体制の早期構築 



 

・ 日本文化・社会に対する関心の高さや日本製品に対するよいイメージや評判 
・ その他 

 
３－３ 目標達成の阻害要因 
 プロジェクト目標達成を阻害する要因は次のとおり。 
・ 経済情勢 
・ カウンターパート（C/P）の配置不足 
・ 新建物の建設の未完成（活動のための教室の確保、事業実施や拡大への障害） 

 
３－４ 結 論 
プロジェクト開始から2年半の間で、ビジネス、日本語、相互理解事業への参加者は既に3万

人を超え、かつ高い満足度を得ている。このことはUAJCがウクライナの人々のニーズに合致し
たことを表すものであり、日本の文化に触れることができる唯一の施設であると歓迎されてい
る証拠である。短期間で、かつ少ない投入のなか、UAJCが日・ウクライナの友好の「象徴」と
なっている点を高く評価する。とはいえ、2011年のプロジェクトの終了を見据え、まだ自立発
展性に関しての見通しは不透明であることから、ウクライナと日本双方に現行の活動の継続と、
更なる発展に向けた最善の努力が求められる。KPI側の更なる事業運営への関与と、さらにUAJC
の新しい建物が2009年内に完成し、より広いスペースが確保され、プロジェクト活動が本格化
されることが期待される。 
 
３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
 （1）UAJCの新しい管理体制の構築 

プロジェクト終了までに、UAJCの収入による人員配置を含めて、UAJCの新しい管理体
制をKPI側が構築する必要がある。 

 
 （2）ビジネスプログラムの運営機能体制の強化 

今まで同プログラムはコースやイベントを十分に開催するに至っておらず、参加者及び
収入も限られたものであった。この数ヵ月でプログラム実施の状況に変化がみられるもの
の、まだ計画策定はじめ、運営、調整、意思疎通など運営機能体制の強化が必要である。
さらに同プログラムを継続して実施するため、KPI内の関連部局との連携が必要であるとと
もに、同プログラムの運営管理のために日本人専門家の派遣が望ましい。 

 
 （3）UAJCの新しい建物の建設と機材供与 

2009年内にUAJCの新しい建物が完成し、必要な機材が供与されるよう、日・ウクライナ
双方が最善を尽くす。 

 
 （4）日・ウクライナ間の継続的な協議 

二国間関係におけるUAJCの役割の重要性に鑑み、センターでの活動の担保とともに、科
学技術分野をはじめとするさまざまな領域での協力の可能性などを、双方が引き続き協議
していく。 
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第１章 中間評価調査の概要 
 

１－１ 調査の経緯と目的 

ウクライナにおける日本センターは、同国における市場経済への移行をめざす改革の促進及び

経済分野における人材育成を目的に、国際機関である「支援委員会」とウクライナ政府との間の

メモランダムによって1999年1月22日に開所された。同センターはキエフのモヒラ大学に設置され、
経済講座の開催、本邦招聘研修、日本語講座、図書室の一般向け開放、その他各種企画などの活

動を展開してきたが、2003年3月をもって「支援委員会」が廃止されることとなり、外務省とJICA
との間でJICAの技術協力プロジェクトとして同センター事業実施の検討が開始された。 
同センター事業をJICAの技術協力プロジェクトとして実施するに際し、実施機関としてキエフ

工業大学（Kiev Polytechnic Institute：KPI）が候補にあがり、2003年6月には、KPIの付属機関とし
て、「ウクライナ国立キエフ工科大学（National Technical University of Ukraine Kiev Polytechnic 
Institute：NTUU<KPI>）ウクライナ日本センター（Ukraine Japan Center：UAJC）」（KPI<UAJC>）
が設置された。JICAによる協力が開始されるまでの間、KPIは在ウクライナ日本大使館の支援を得
ながら、日本語事業を中心とした極めて小規模な事業を実施していた。 

2004年6月に日本政府とウクライナ政府との間で技術協力協定が結ばれたことを受け、ウクライ
ナの経済発展及び同国と日本との友好関係の促進を目的としたプロジェクトの要請がウクライナ

政府よりなされ、本プロジェクトの実施が決定し、2006年5月に実施協議調査団を派遣、討議議事
録（R/D）が署名された。 
プロジェクト開始より2年半が経過した時点で、これまでのモニタリングの結果をもとに、総合

的な評価の視点からプロジェクト計画全体を検証し、プロジェクト開始時に想定された状況と現

状の相違点を把握するとともに、今後のプロジェクトの方向性等を検討するために本中間評価調

査を実施した。 
本中間評価の主な調査内容は次のとおり。 

 （1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画（Plan 
of Operation：PO）に基づき、プロジェクトの投入実績、実施プロセス、因果関係を検証 

 （2）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から分析し、
プロジェクトチーム、ウクライナ側関係者と協議 

 （3）検証・分析結果を踏まえ、プロジェクトチーム、ウクライナ側関係機関の双方に対し、
必要な提言を行い、今後のPOを協議 

 （4）関係者との協議結果を踏まえ、PDMを見直すとともに、プロジェクト終了時に成果の達
成状況を判断するための定量的な指標を設定 
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１－２ 調査団の構成 

 調査団 

No 担当分野 氏 名 所属/役職 

1 団長・総括 伏見 勝利 JICA公共政策部ガバナンスグループ日本センター課 課長

2 評価分析（役務） 松本 彰 A&Mコンサルタント有限会社 代表取締役 

3 日本語コース評価
分析 

福島 青史 国際交流基金ブダペスト日本文化センター日本語教育アド

バイザー 

4 協力企画 大橋 勇一 JICA公共政策部ガバナンスグループ日本センター課 

 
 調査団以外 

No 氏 名 所属/役職  

1 Dr. Mikhail Z. ZGUROSKY キエフ工科大学 学長 

2 Dr. Yuriy I. YAKIMENKO キエフ工科大学 第一副学長 

3 Dr. Sergiy I. SYDORENKO キエフ工科大学 国際関係担当副学長 

 

１－３ 調査日程 

No 月 日 調査内容 

1 11/18～24 評価分析団員による事前調査 

2 11/25 経済省（事前調査結果報告、調査方針説明） 
教育・科学省（ 〃 ） 
在ウクライナ日本大使館（ 〃 ） 

3 11/26 ビジネスプログラム参加企業訪問（インタビュー） 
在キエフ日本商工会メンバー（インタビュー） 
C/P（事前調査結果報告、調査方針説明） 
プロジェクトスタッフ（インタビュー） 

4 11/27 C/P（PDM改定案の説明） 
在ウクライナ日本大使館/プロジェクト専門家（インタビュー） 
ミニッツ修正作業 
相互理解促進活動見学 

5 11/28 C/P（ミニッツ協議） 
ミニッツ修正作業 

6 11/29 ミニッツ修正作業 
相互理解促進活動（運動会）参加 

7 11/30 調査結果取りまとめ 
団内打合せ 

8 12/1 C/P（調査結果報告、ミニッツ署名） 
在ウクライナ日本大使館報告 
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１－４ 主要面談者 

所 属 役 職 氏名（敬称略） 

日本側関係機関  

在ウクライナ日本大使館 大使 伊澤 正 

  二等書記官 堀口 剛輔 

  二等書記官 村井 真一 

在キエフ日本商工会 会長 高浜 宏吉 

ウクライナ日本センター（UAJC） 所長 田宮 友恵 

  日本語コース運営 大原 淳裕 

ウクライナ側関係機関  

キエフ工科大学（KPI） First Vice Rector Mr. Yakimenko Y 

  Vice Rector Mr Sydorenko S 

  
Deputy Director 
Ukraine-Japan Center 

Mr. Ogorodny  

経済省  
Deputy Director, 
Department for International 
Technical assistant 

Mr. Harmashi Mykhail 

教育科学省 
Deputy Director, 
Department for International 
Cooperation 

Mr. Dmytro Kozoriz 

ビジネス研修受講企業 

KB JCO “Concern Galnaftogaz” Director of Branch Mr. Chuyko Roman 
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第２章 評価の方法 
 
今回の中間評価では、プロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：

PCM）手法で用いられるプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）
を活用し、評価を実施した。 

 
２－１ 評価手法 

本評価調査では、PCM手法に基づき、プロジェクトの当初計画、協力開始時から評価調査時点
までの双方の投入・活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理体制等を踏まえたうえで、評

価5項目（有効性、妥当性、効率性、インパクト、自立発展性）の5項目に基づいて評価を行った。 
 
 （1）実績の確認 

PDMに記載されている上位目標、プロジェクト目標、成果の指標がどの程度達成されたか、
どのような投入がなされたかを確認した。 

 
 （2）実施プロセスの確認 

プロジェクトの活動状況、モニタリング活動、日本人専門家とカウンターパート（C/P）の
協力関係、C/Pや現地スタッフのプロジェクトへのオーナーシップなどを確認した。さらにミ
ニッツ別添にプロジェクトに関する略年度表を添付している（ミニッツ ANNEX 4）。 

 
 （3）評価5項目 

評価5項目の主な調査項目は以下のとおり。 
 

項目 主な調査項目 

妥当性 ・ウクライナの開発政策と合致しているか。 
・ターゲットグループのニーズとの整合性 
・日本の援助政策やJICA国別事業計画と合致しているか。 

有効性 ・プロジェクトの実施により、プロジェクト目標は達成されるか。 
・プロジェクトの有効性に影響を与えた貢献要因・阻害要因 

効率性 ・投入された資源量に見合った成果が達成されているか。 
・投入は計画どおり実施されているか。 
・プロジェクトの効率性に影響を与えた貢献要因・阻害要因 

インパクト ・プロジェクト実施により、もたらされる正・負の効果とその要因に関する考察
・上位目標の達成見込み 
・そのほかのインパクトの可能性（政策、経済・財政、組織・制度、技術、社会

などへの影響） 

自立発展性 ・プロジェクトの効果が協力終了後も持続する見込みはどの程度あるかを組織能
力、財務状態などから判断する。 

・自立発展性に今後影響を与えうる貢献要因・阻害要因 
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２－２ プロジェクト概要（PDMe：中間評価時の際のPDM） 
通常、PCM手法を用いて評価を行う場合には、プロジェクト開始時に作成されたPDMなど計画

文書に示された計画内容とプロジェクト評価時の実績との比較が評価の出発点となることから、

プロジェクトの開始時点から同手法に基づいてPDMが作成され、活用されていることが前提とな
る。本プロジェクトにおいては、2006年11月に締結された討議議事録（R/D）及びミニッツ（M/M）
で、上位目標はじめプロジェクトの骨格が固まり、かつPDMが作成されている。 
ただし、記載表現に不明確なもの、活動と成果並びに指標が現行のプロジェクト活動と乖離し

ているものなど、PDM の問題点につき、関係者と議論を行い、PDMの見直しを行い、検討を行っ
た。 
本プロジェクトでのPDMの改善、修正点は以下のとおりで、今回の中間時評価にあわせて、ミ

ニッツ（ANNEX-2参照）に示したようにPDMが改定修正された。 
今回の中間評価での主要なPDM変更部分を以下の表に示す。 
 

R/D時のPDM 中間評価時のPDM 
上位目標（指標） 
Number of Enterprise which lead to raise of 
benefits and efficiency after attending UAJC 
business courses 
 
Number of cases which lead to cooperation/ 
exchange program among the citizens between 
the two countries 

右記載を追加→

上位目標（指標） 
Number of People, Enterprise & Organization which 
lead to rise of benefits and efficiency by the matching 
activities through the UAJC  
 
Number of cases which lead to cooperation/exchange 
program among the citizens between the two countries
（上記修正なし） 
Degree of recognition of UAJC 

プロジェクト目標（指標） 
1) Satisfaction level of participant in business 

courses and seminars 

プロジェクト目標（指標） 
1) Satisfaction level of participants & lecturers in 

business program 
2) Satisfaction level of participants in Japanese 

language courses and seminars 
同左（変更なし） 
 

3) Number of Enterprise which lead to reflect in 
business improvement after attending UAJC 
business courses  

 
削除 
 

4) Number of Cases which lead to business 
matching among the two countries 

3) Number of Cases which UAJC lead to facilitating 
roles on business promotion, trade/investment and 
academic exchange cooperation among universities 
& research institutes among the two countries 
through business program 

5) Number of Cases which lead to supporting 
activities for the Japanese language lecturers 
network in Ukraine 

同左（なお番号を4）と振り直し） 
（変更なし） 
 

6) Satisfaction and Understanding level of 
participant in mutual understanding activities 
between Japan and Ukraine 

同左（なお番号を5）と振り直し） 
（変更なし） 
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成果（指標） 
「成果１」に右文章を追加記載 
 
 
 

成果（指標） 
1-6 Number of initiatives to provide assistance to 

external organizations 
1-7 Number of requests for assistance and inquiries 

from external organizations for holding various 
activities 

 
「成果２」に右文章を追加記載 
 
 

2-5 Number of special events like Japanese language 
debate contest 

2-6 Number of textbook and teaching materials 
produced for Japanese Language courses 

 
「成果３」に右文章を追加記載 
 
 

3-4 Number of UAJC membership and utilization for 
library & audio visuals 

3-5 Number of requests for assistance and inquiries 
from external organizations for holding various 
activities 

 
「成果４」に右文章を追加記載 
 
 

4-1 Number and content of JCC meeting & regular 
staff meeting held 

4-2 Balance of Income and Expenditure of UAJC  
4-3 Assignment of counterparts and UAJC staff 
4-4 Operational level and management capacity of 

UAJC staff 
 

 

活動 
「活動1」を「活動４」として再整理するため、番号を振り替える。 
「活動2&3&4」を最終的に「活動１：ビジネスプログラム」として集約 
「活動５」を「活動２：日本語コース」と番号を振り替える。 
「活動６」を「活動３：相互理解活動」と番号を振り替える。 
外部条件 
「プロジェクト目標」の外部条件に右文章を
追加記載 
 
「成果」の外部条件に右文章を追加記載 

外部条件 
New UAJC Center building is constructed & opened. 
 
UAJC keeps strong linkage & closely relationship 
with other relevant organization. 

 
また、入手手段については現状入手可能なものや追加的な参考資料を追加して記載、その他、

必要に応じて用語や表現を微修正した。 
 

２－３ 評価調査に用いた方法（評価手順及び情報・データ収集・分析手法） 
 （1）資料レビュー、評価グリッドの作成 

事前にプロジェクト及びJICA、国際交流基金等から入手した報告書並びに参考資料等から
情報を得て、現地での調査項目及び情報収集方法を検討し、評価デザインとして評価グリッド
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（和文・英文）を作成した。評価グリッド英文はミニッツ ANNEX3参照。 
 

 （2）質問票の作成・回収 
現地調査に先立ち、評価分析団員が評価グリッドを基に、①日本人専門家（長期・短期とも）、

②KPI側関係者（C/P）、センター講師陣並びにプロジェクト現地職員、③各コース受講者・修
了者に対する質問票を作成し、現地に送付し、回答を回収・分析した。また、本質問票を補う

形で、現地において、個別にヒアリングを行った。 
 

 （3）プロジェクト関係者との面談、インタビュー 
本プロジェクトの達成度や成果を捉えるうえで、本プロジェクト関係者に対して、グループ

インタビューあるいは個別インタビューを実施した。対象として、まず、ビジネスプログラム

/日本語コースの元受講者並びにコース講師、相互理解事業参加者・協力者に対してインタビ

ューを実施した。さらに、本プロジェクトのC/P機関であるキエフ工科大学（KPI）はじめ、
ウクライナ側の政府関係機関である経済省及び教育科学省にも同様、訪問を行い、インタビュ

ーを実施した。 
 
 （4）現地調査 

現地調査の際には、まず長期専門家、KPI側関係者（C/P）に評価目的や手法を説明した。
その後、専門家との協議、ウクライナ日本センター（UAJC）関係者、受講生さらには現地ス
タッフへのインタビュー等により情報を収集した。例えば、ビジネスプログラムでは、ビジネ

ス研修受講生はじめ、産業・起業家協会、科学技術アカデミー、科学技術センター、国家企業

家育成規制委員会（SCURPE）、ウクライナ投資庁、中小企業・起業家組合の方々にUAJCに来
てもらい、プロジェクトに関する意見を聴取した。さらには、日本語並びに相互理解促進事業

では、日本語講師や文化講座講師に講座の評価並びにプロジェクトに係る意見を聴取した。ま

た、プロジェクトの各事業のインパクトや外部評価あるいはセンター運営の観点から、ビジネ

スプログラム関連参加企業、さらにはキエフ国家言語大学（日本語学科）を訪問するとともに

相互理解促進事業に実際に参加した。また、在ウクライナ日本大使館並びに在キエフ日本商工

会からもさまざまな意見や提案を頂いた。 
 
 （5）ミニッツ及び評価調査報告書署名 

上記の調査・評価結果を評価5項目に沿って評価調査報告書（英文）に取りまとめ、並行し
て、ミニッツのドラフトを作成し、KPIはじめ、プロジェクト関係者に提示し、得られたコメ
ントや追加で実施された調査結果を踏まえて、最終的にウクライナ側と日本側の合意に至り、

署名を行った。以上、調査方法を取りまとめると、以下のとおり。 
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調査方法 活 動 

キーインフォーマント・

インタビュー 
本プロジェクト関係者（キーインフォーマント）にインタビュ

ーし、対話をしながら深く掘り下げて情報・知見を得た（日本

においても一部、実施）。 

資料収集・レビュー プロジェクトが収集・整理した基礎的情報・データを分析した。

アンケート調査 ① 専門家に質問表を送付し、回答を記入してもらった。 
② KPI側関係者（C/P）、センター講師陣並びにプロジェクト

現地スタッフを対象にアンケートを行った。 
③ コース受講者・修了者の一部にアンケートを行った。 

直接観察 
（Observation) 

① UAJC施設を見学した。 
② 各授業及びイベントを参観した。 
③ ビジネスプログラム参加の企業を訪問視察した。 

 
２－４ 評価調査の制約・限界 
プロジェクトのビジネスプログラムと日本語コースが本格的に開始されたのが2007年で、受講

生がコースで得た知識・スキルを実務で活用できたか否かを判断するには時期尚早である。よっ

て今回の調査では、コースの満足度、何を習得したかを中心に調査した。なお今回、以下にある

ように、カークパトリックの4段階評価モデルを用い、とりわけレベル１及びレベル2 までを中心
に調査した。ただし、ビジネスプログラムに関しては、2008年度の修了生に際して満足度調査を
行ったばかりであり、レベル１の段階での調査となる。今後、引き続き、受講生に関する調査や

フォローアップは必要である。なお終了時評価の際には、レベル3 とレベル4を中心に調査するこ
とが必要である。 
 

  調査内容 評価手法 

レベル4 
Business Results 

 学習と知識がビジネスに、どう
生かされているか評価する。 

生産性、顧客のロイヤルティー、
売り上げ、利益などで測定す
る。 

レベル3 
Behavior 

 実際に行動に移すことができ
るということを、参加者の真の
変化を評価する。 

参加者の実際の仕事でのパフ
ォーマンスを観察する。 

レベル2 
Learning 

 新たな知識、スキル、行動様式
を習得したか、行動が変わった
かを評価する。 

事前と事後の評価、観察、テス
トなど。 

レベル1 
Reaction 

 参加者にとってコースを楽し
んだかどうか、意味のあるコー
スであったかどうかを評価す
る。 

コース終了後の評価アンケー
トなど。 

（出所：http://www.elc.or.jp/kaigai/lp5.htm を参考に、調査団作成） 

図２－１ カークパトリックの４段階評価モデル 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 投入実績 

 プロジェクトに関する投入（2008年11月現在）は、以下のとおり。 
 （1）日本側 

長期専門家派遣（4名）、短期専門家及び調査団派遣（17名）、延べ計21名（ミニッツ ANNEX 
5参照） 
機材供与（承認額）累計17万6,000ドル（内訳はコンピューターや日本語関連教材、相互理
解事業に係る資機材ほか）（ミニッツ ANNEX 6参照） 
在外事業強化費（2008年9月までの累計）累計4,800万円 
カウンターパート（C/P）研修員受入（日本）3名（ミニッツ ANNEX 7参照） 

 

 （2）ウクライナ側 
施設と建物の提供 
電気代及び水道代（NTUU＜KPI＞規定に従う） 
C/P：キエフ工科大学（KPI）側日本センター所長、会計士、コーディネータースタッフ、

警備員、その他センター事業運営に係る臨時人材（ミニッツ ANNEX 8 & ANNEX 12
参照） 

 
３－２ 投入の成果・事業実績 
本プロジェクトの成果（及び指標）はプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に記載

されているとおり4つあり、以下、各成果につき説明。 
 

成 果 指 標 

（1）成果1：「ウクライナの大学及び産業界のニ

ーズに合致したビジネスプログラ

ムを提供する体制及びノウハウが

整うとともに、ウクライナの経済成

長に資する人材を育成するための

一定のプログラムが実施される。」 

1-1 ビジネスプログラム年間実施計画 

1-2 ビジネスプログラム及びセミナー開催回数 

1-3 受講生数、満足度、コース運営能力 

1-4 現地講師が実施した講義の質、回数 

1-5 産業界（商工会や産業界）との連携実績数 

1-6 関係機関に対する側面支援の回数とその成果 

1-7 同事業に関する外部機関からの問合せ及び支援の要

請回数 

（2）成果2：「日本・ウクライナ間の社会・経済・

学術・文化などの相互交流を促進さ

せるためのウクライナにおける日

本語教育の拠点としての体制が構

築される。」 

2-1 日本語コース年間実施計画 

2-2 日本語コース実施回数 

2-3 応募者数、受講生数、満足度、コース運営能力 

2-4 大学と日本語教師会による定例会の回数と支援数 

2-5 日本語弁論大会はじめイベント・大会の開催数 

2-6 日本語コースに関する日本語教材や指導書数 

（3）成果3：「日本・ウクライナ間の社会・経済・

学術・文化面についての情報及び知

識の収集と相互発信のための体制

3-1 相互理解促進事業イベント実施回数 

3-2 参加者数、満足度 

3-3 日・ウ両国を紹介あるいは寄贈された資料や蔵書数 
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が構築されるとともに、上述した分

野での情報と知識の双方向での発

信が行われる。」 

3-4 センター会員数、図書・視聴覚室利用者・入館者数 

3-5 同事業に関する外部機関からの問合せ及び支援の要

請回数 

（4）成果4：「日本・ウクライナ側関係機関の協

力・支援の下、ウクライナ日本セン

ター（UAJC）が自立的に運営され

ることが可能な体制基盤が整備さ

れる。」 

4-1 合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）

開催数・スタッフ定例会議などの開催数とその協議内

容・結果 

4-2 財務計画と事業財務指標（収入・支出、アカウント残

高） 

4-3 C/P及びセンター現地職員（UAJCスタッフ）の人員配

置状況、運営参加度 

4-4 センター現地職員（UAJCスタッフ）の運営能力水準

 

 （1）成果 1 
現時点での成果1を指標に従ってみると、次のとおりである。 
 

1-1 ビジネスプログラム年間実施計画は策定済みながら、現実のニーズに合わせた修正変更

が必要である。 
1-2 ビジネス研修及び各種セミナー開催回数は下記のとおりで、累計56件。プロジェクト開

始当初にニーズ調査等を実施したものの、出だしは低調であったが、徐々に活動が増加

し、過去2年半のうち、今年、2008年（年度を指す。以下同）は既に27件を実施（一方、
過去2年、2006年8件、2007年21件)。なお、2008年からは、地方都市でのビジネス研修
も開始された。 

 

表３－１ ビジネス・プログラム実績 
 単位：件数、カッコ内は（有料）人数/収入（米ドル） 

 2006 2007 2008.10 
ビジネス研修全体 6 

（154/0） 
14 

（493/3,544$） 
17 

（485/14,471$） 
産学官連携 
（省エネ含む） 

2 
（250/0） 

5 
（325/0） 

8 
（344/0） 

貿易投資促進 
 

－ 
2 

（65/0） 
2 

（20/0） 
合 計 8 21 27 

参加者・収入 404（0） 883（3,544$） 849（14471$） 

 

表３－２ ビジネスジネス研修形態別実績 
 単位：件数、カッコ内は（有料）人数/収入（米ドル） 

 2006 2007 2008.10 

コース － 4（18/3,500） 6（40/11,680$） 

セミナー 6（154） 6（415） 2（39） 

フォーラム・冠講座 － － 8（343/2,791$） 

カウンセリング － 1 1 
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表３－３ ビジネス研修分野別実績 

                                                                         単位：件数、カッコ内人数 

 2006 2007 2008.10 

中小企業振興 2（43） － － 

生産管理 2（57） 6（313） － 

人材開発・管理 2（54） 6（142） 8（139） 

日本的経営 － 1（13） 8（343） 

合 計 6（154） 13（468） 16（482） 

 

1-3 ビジネスプログラムの受講生・参加者数は2,136名、2008年の調査結果（16の有料コー
スのうち、12のコースで調査）では93％の受講生が満足との回答であり、高い満足度を
得ている。コース運営能力は、2008年の16件のコース・セミナーの調査の結果、96％が
満足との回答。 

1-4 現地講師は1名しか実質的にはいない。省エネ関連で13回の講座を実施。なおビジネス
プログラムに係る現地職員については、過去、離職、交代が相次ぎ、現在、新しく3名
が配置されているものの、ビジネスプログラムの計画、運営、更にはマッチング機能の

調整面での能力向上が必要である。 
1-5 産業界［キエフ商工会やウクライナ品質協会、中小企業振興ユニオン、国家企業家育成

規制委員会（SCURPE）、企業再生・民間セクター開発センター］と、10回の研修及び
セミナー（フォローアップ研修含む）を既に実施。 

 
1-6 & 1-7 外部機関からの問い合わせの結果、実際に支援した内容は以下のとおり。 

・ 経済省の支援要請を受け、国際経済フォーラムで発表 
・ SCURPEの要請を受け、企業家の日のイベントで発表 
・ SCURPEの要請を受け、ウクライナ企業家の「生産管理研修」本邦研修を計画 
・ 中小企業振興ユニオンの要請を受け、地方（ジトーミル市）でビジネス・オープンセミナー
を実施 

・ ウクライナ品質協会の要請を受け、オープンセミナーを実施 

 

その他、ビジネスプログラムとして、下記のような事業活動が実施されている。 

・  貿易投資促進については、日本貿易振興機構（Japan External Trade Organization：JETRO）
職員の出張等にあわせ、ウクライナでセミナーを開催。またデータベース作成等のビジ
ネスマッチングに必要な情報整備を行うとともに、ビジネスフォーラムに専門家が参画
し、積極的に広報するなどの活動を行った。  

・  産学官連携については、近藤教授（横浜国立大学大学院）を派遣し、日本の産学官連携
紹介セミナー等を中心に実施。  

・  KPIとしては、プロジェクト終了後に省エネ、ハイテク部門で日本との交流を推進したい
との発言がある。よって、同分野も併せ、産学官連携は、日・ウ間（日系企業、大学）
の連携を希望している機関に対するセミナーの開催、マッチングの支援、KPI学生向け講
義等へ、2008年度からはシフトし、2008年10月には、東京農工大の産学官連携の紹介や、
研究事例の紹介等、また、日・ウ両機関のマッチング等の機会を提供した。  
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・  省エネ分野の協力については、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）参与の
セミナーを契機としてCTIセミナーが開催され、その後、NEDO資金でフォローアップの
ためのセミナー等も共催。その他、現地日本人講師を雇用し、省エネ分野でのKPIの学生
の指導を実施。  

 
 （2）成果 2 

日本語事業については、初級から上級レベルを対象とした日本語クラスを設置するとともに、

現地における高いニーズを受け、「通訳養成クラス」、さらに日本語を学んだことのない子ども

を対象とした「子ども日本語クラス」を実施するなど、多様なニーズに対応するコースや活動

を実施しており、同センターはウクライナの日本語教育の拠点としての役割を担っている。な

お、本成果2については次のとおりである。 
 

2-1 日本語コース年間実施計画は策定済み。 
2-2 日本語コース実施回数は下記のとおりで、長期、短期とも18回の実施。 
2-3 特に初級コースの人気が高く、応募者は定員の約2倍。なお、長期コースの継続率は約8

割。2007年の調査結果（69名回答）及び2008年（101名回答）の調査結果では、各々99％、
96％の受講生が満足との回答であった。また、コース運営はおおむね順調で、受講料収
入による独立採算運営（受講料収入による、講師人件費や必要経費の支出）を行ってい

る。 
2-4 ウクライナ日本語教師会の毎月の定例教師会への支援を行っており、教師会を実施機関

として行われている日本語能力試験の運営にも側面支援を行っている。 
2-5 同教師会との共催で行う日本語弁論大会はじめ、特別体験講座を原則月1回開催、日本・

日本文化に関するものや日本文化体験・日本語で話す機会などを提供し、日本語学習者

のレベルの底上げ、及び学習動機の維持を図っている。そのほか、映画上映はじめ、日

本語に親しむための活動が行われている（表3-5参照）。 
2-6 日本語コースに関する日本語教材や指導書『みんなの日本語初級Ⅰ/Ⅱ翻訳・文法解説

ウクライナ語版』をUAJCプロジェクトとして製作中。2009年2月末、出版予定で、本書
が出版されれば、ウクライナ国内で安価な日本語教材が入手可能となる。 
UAJCには、日本語に関して364冊の教科書、30教材、204指導書数（辞書含む）が現在
保管、活用されている。 

 

表３－４ 日本語コースの状況 

 2006 2007 2008.10末  

長期クラス 4（52） 7（79） 7 

短期上級クラス 4（44） 3（26） 2 

短期子どもクラス 3（17） 4（31） 2 
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表３－５ その他の活動状況 

 2006 2007 2008 

セミナー 4 7 2（1） 

体験講座 3 2 8（3） 

その他（映画上映等） 6 2 10（4） 

合計回数（人数） 13（216） 9（250） 20（-） 

 

 （3）成果 3 
事業は①有料定期講座、②各種イベント・フォーラム、③図書室運営画の3本の柱からなる。 
現時点での成果は指標に従ってみると、次のとおりである。 

 

3-1 事業実施回数は、表3-6のとおり。 
 

表３－６ 事業実施状況 

 2006 2007 2008.10 合計 

定期文化講座 
（茶道、生け花、習字、碁） 

9 
（650） 

14 
(989) 

12 
(513) 

35 
(2,152) 

収入 2,960USD 9,339USD 8,174USD 20,473USD 

各種イベント 
40 

（13,500） 
72 

（4,929）  
43 

（9,636）  
155 

（28,065） 

収入 41,712USD 774USD 11,150USD 53,636USD 

 

3-2 上記のとおり、今まで2,152名（35回）の有料事業参加があり、調査結果では99％の
受講生が満足との回答であった。なお、イベント、フォーラム参加者総数は2万8,065
名（155回の実施）で、満足度は94％。 

3-3 図書室の蔵書は7,569冊、視聴覚機材は1,192で、数少ない日本関連書籍を有する図書
室となっており、日本語・日本文化の理解促進と底辺の拡大を図っており、日本語

学習者はじめ利用者から高い評価を受けている。一方、麻生首相から寄贈された漫

画本などもある。 
3-4 図書・視聴覚室利用者・入室者数は、2万300名（センター会員数710名）。 
 

表３－７ 図書室の状況 

 2006 2007 2008/10月まで 

蔵書数 5,553 6,976 7,569 

視聴覚機材数 845 1,067 1,192 

新規会員数 310 238 162 

利用者人数 8,082 7,854 4,364 



－14－ 

3-5 相互理解促進事業の各種イベントは、プロジェクトの限られた予算のなか、他機関との

連携によって、独自に中・大型の日本文化イベント等を実施するなど、多様性に富み、

しかも内容が充実した事業を実施し、最小限の投入で質的・量的にも大きな効果をあげ

ている。在ウクライナ日本大使館との文化事業の連携も良好で、双方に効率的でかつ相

乗効果をもたらしている。外部機関からの問い合わせ回数は数多く、最低でも週1～2
件。在ウクライナ日本大使館の各種行事共催の要請や、新聞や雑誌、テレビの協力依頼

から、民間企業のイベント支援など要請の内容も多様。 
 

参考 ＜在ウクライナ日本大使館との提携事例＞ 
チェルノブイリ救援中部→チェルノブイリ・フォーラム、ロックグループ＜V・V＞→ビ
デオクリップ撮影協力及びドリームランドフェスティバル出展、キエフ剣道連盟→剣道大
使杯共催、各種アニメ・ファンクラブ→アニメフェスティバル共催やアニメコスプレカラ
オケ大会、西尾武道キエフ支部→フォーラム、各種イベントでの協力、モスクワ裏千家支
部→茶道デモ共催、極東基金→生花デモンストレーション、GALA RADIO→バーモントイ
ベント、ウクライナ囲碁協会→囲碁大使杯、囲碁各種トーナメント共催等々 

 

 （4）成果4 
現時点での成果を指標に従ってみると、次のとおり。 

4-1 JCC開催数は2回（年1回）。JCCはC/P機関の代表者、日本大使館、本部出張者、プロジ
ェクトの専門家・C/PによるUAJC運営に関する最高意思決定機関（年間活動計画の承
認・修正・実施監督、運営上の問題解決、活動の分析・評価、年間活動報告の受理等）。

また、KPIと運営問題を協議する会議を定期的に実施し、これまで議事録に残したもの
だけでも会議数47回実施。そのほか、在ウクライナ日本大使館との定例会を月に1度実
施し、議事録数34。スタッフ会議（KPIコーディネーターとプロジェクト・スタッフ）
は毎朝30分、定期的に実施しており、連絡体制等は密に実施。 

4-2 センター収入は、2006、2007年各々、約740万円、580万円。2008年10月までの2.5年間
全体での内訳をみると、まずスポンサー寄付金が687万円と収入の4割、また、その他収
入として日本語約3割、相互理解促進/図書館が約2割弱となっており、ビジネスプログ
ラムの収入は1割。なお収入は、KPI全体のアカウントに口座をつくり積み立てられてい
る。運営経費については、JICAのプロジェクト現地活動費（約1,480万円/2007年）及び
KPIアカウント（約443万円/2007年）から支出しているが、支出比率は、およそ3：1と
なっている。KPIアカウントの支出は、約2割がKPIの人件費負担となっている。またC/P
経費（光熱費、人件費等）は、KPI側が支出（R/Dで決められているC/Pの負担は履行）。
KPIアカウント残高については、2008年10月末現在で、5万2,191米ドル（約500万円）。 

4-3 センターの運営管理体制は確立されており、現在、3部門（総務・相互理解促進、ビジ
ネス、日本語）、11名の現地職員が従事している。一方、KPIの運営体制であるが、経理
会計部門は確立しているものの現状は4名（掃除夫、警備等を除く）。事業収入で雇用し
ている現地講師（日本語、相互理解）講師を含めると、関係者は29名である。KPI側か
らのC/Pの形式的配置はあるが、実質的に運営にかかわっているのは1名（会計士）のみ。
所長、調整役を担う窓口は非常勤であり、プロジェクト運営に協力的とはいい難いのが

現状。 



－15－ 

表３－８ UAJC有料事業収入額 
                                                                          単位：USD 1USD＝5.05UAH 

   
ビジネス
プログラム

日本語 
コース 

定期文化
講座 

図書室 
相互理解
促進 
イベント 

スポンサー
寄付金 

2006年度
（2006.5.22～

2007.5.21） 

収入   0.00 11,506.53 7,671.29 5,081.39 0.00 41,860.71

全収入に占める割合 0% 17% 12% 8% 0% 63% 
2007年度
（2007.5.22～

2008.5.21） 

収入   3,623.96 19,910.89 8,051.49 4,301.23 2,149.80 26,799.93

全収入に占める割合 6% 31% 12% 7% 3% 41% 
2008年度
（2008.5.22～
2008.10.31） 

収入   13,979.01 17,162.38 4,048.51 2,737.07 1,143.56 0.00

全収入に占める割合 36% 44% 10% 7% 3% 0% 

合計 
17,602.97 48,579.80 19,771.29 12,119.68 3,293.37 68,660.64

10% 29% 12% 7% 2% 40% 
 

4-4 将来の自立発展性を鑑み、最低限の人員により運営され、一定以上の運営能力を有する

（総務の業務を現地日本人採用に切り替えたり、各セクションに主任クラスの人材を登

用するなど、現地スタッフ主導での事業展開を行いつつあり、運営の効率化をめざして

いる）。 
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第４章 中間評価結果（評価５項目による評価） 
 
４－１ 妥当性 
本プロジェクトの上位目標がウクライナの社会・経済状況を踏まえた人材育成ニーズと整合し、

また日ウ両国間の絆を深める効果をもつとみられることによって、ウクライナ日本センター

（UAJC）の実施は高い妥当性を有すると評価できる。さらに、ウクライナで「日本の顔」の見え
る拠点としてUAJCが位置づけられること、UAJCを拠点に二国間の人的・文化的交流を促進する
ことで、お互いの関係を緊密化できることから、本プロジェクトは妥当性があると判断される。 
 
 （1）ターゲットの選定とニーズへの対応 

プロジェクト開始以来、ビジネスプログラム、日本語、さらに相互理解促進事業において、

さまざまなコース、イベント、フォーラムがニーズに基づいて実施されており、その事業の選

定や協力アプローチは妥当性が高い。ターゲットに応じた事業の実施、さらに事業実施の結果

や教訓はすぐさま次回に反映され、よりニーズに合った適切な活動実施につながっている。 
民間セクター開発に向けて、ウクライナでは法律、制度、特に商標の整備が進められてきて

いる。しかし、国内、特に地方の産業基盤や人材基盤はまだ脆弱であり、民間セクター開発の

コアとなる企業並びに起業家の育成が重要である。UAJCの人材育成コースが日本的経営や個
別企業診断をはじめとする企業経営のノウハウ改善をめざすのは妥当である。また、人材育成

コース受講生や各セミナー参加者にインタビューした際に、他の教育機関では欧米式のマネージ

メント手法を教えているが、日本式経営に関して学習する場所はUAJCのみであるとのコメン
トがあった。また、欧米の手法は理論を重視している反面、UAJCは、より実践的で経営に直
結するものであり、実際の企業経営に役立っているとの高い評価を得ている。さらに地方での

ビジネス研修実施には強いニーズがある（2008年度のニーズ調査及びインタビュー結果より）。 
一方、既にキエフでは、ウクライナ人の西欧重視志向がみられること、かつ数々のビジネス

研修があることから、なかなかUAJCでの有料研修に人が集まらないという現状や、効果的な
研修デザインを描けなかったことは、研修ニーズ調査の結果が必ずしも妥当でなかったとの反

省にもつながっている。これからは、本ビジネス事業を展開するにあたり、より効果的な実施

を図るため、選択と集中を行い、対象とするターゲットや受益者像をより一層明確にすべきだ

と考える1。いずれにせよ、同ビジネスプログラムのねらいは、とりわけUAJCによる日本とウ
クライナの間の「マッチング」にあり、情報提供をはじめ、ビジネス及び学術の交流やパイプ

役、仲介役となることが期待されており、そうした面で妥当性が高いと思われる。 
一方、日本語及び相互理解事業については、日本文化や社会に造詣が深い、あるいは興味が

高いことから、どの研修コース、イベントも盛況であり、日本語学習あるいは日本への関心の

高さをうかがわせるものであり、実施に係る運営体制が追いつかないほどである2。 
日本語の場合、コース開催後の問い合わせや受講生の伸びをみても分かるように、日本語コ

                             
1  現在企画中の有料本邦研修はニーズも高く費用対効果もあると思われる一方、研修に参加する対象者・企業はどうしても大企業や
優良企業に限られる。 

2  相互理解事業では、隣国のモルドバ共和国（以下、「モルドバ」と記す）あるいはキエフから遠く離れたニコラエフ（Nikolaev）
の日本文化センターからも参加があるなど、同センターの果たす役割は大きい。 
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ースへの需要が高く3、また、日本語学習の機会がない一般市民、大学卒業後に日本語学習の

場がない既習者、より職業的な訓練が必要なプロなど、さまざまなニーズに対応する形で初級

から上級までのレベルを揃えた日本語クラスを設置するとともに、「子ども日本語クラス」「通

訳養成クラス」を実施しており、極めて妥当性が高いものであるといえる（特別講座や日本・

日本文化に関する情報提供、日本文化体験・日本語で話す機会などの提供によって、日本語学

習者の底上げ、及び学習動機の維持も図っている）。 
相互理解促進事業に関しては、ウクライナ人の間で日本文化に対する関心が高いことから、

同事業は幅広い層、しかも参加人数も過去2年半で2万8,000人を超えていることから、その妥
当性は高いと判断される。 
なお、プロジェクトが総体として、ターゲットを明確にして効率化を図るとともに、3つの

活動が連携して実施することによる相乗効果を図ることが肝要である。例えば、2008年度から、
ビジネス研修が地方都市を中心とした研修実施へとターゲットをシフトしたことで大幅な事

業収入を納めることができたが、これはビジネス研修に参加する経営者が、実は相互理解促進

事業への参加を通じて初めてUAJCの存在を知り、日本のビジネス分野にも興味を有すように
なったように、相互理解事業が「入口」あるいは登竜門となり、UAJCで学ぶことの意義や質
の高さを認識し、更なる別の研修も希望するという連鎖、あるいは一種の「日本シンパ」を築

いている。よって、こうした「入口」あるいは日本への関心の「取り込み」戦略が功を奏する

ことから、事業のシナジー効果をあげれるよう心がけることが必要と思われる。 

 
 （2）ウクライナ政府の政策との一致 

事前評価時同様、ここ数年、ウクライナ経済は、順調かつ急速に拡大してきており4、ウク

ライナの市場開放政策そのものには特に大きな変更はない。まだまだ日本にとってウクライナ

は遠い国であるものの、経済成長及び人的資源5はじめ、安い労働力や高い技術水準の存在で

徐々にクローズアップされつつある。市場経済化を促進するための人材の育成というプロジェ

クトの目的は、同国の政策と一致している。 
一方、2008年10月に入ってアメリカが発端となった金融危機の影響は、西欧資本市場に大き

く依存しつつあった同国に大きな影響を与え、国際通貨基金（IMF）による緊急融資なしには
国の財政金融状態が破綻するまでの影響を被っている。商品の輸入や企業の調達・運営資金の

低下といったビジネスへの悪影響は当分続くとみられ、外資の導入の遅滞あるいは計画の頓挫、

石油はじめ資源輸入の遅滞、さらに通貨の下落もあり、当国にとって、非常に困難な時期であ

るといえ、とりわけ国内産業や貿易・輸入企業に対する影響は計り知れないものがある。こう

したビジネス環境の変化をはじめとする危機下でのUAJC事業の運営は容易でないものの、従
来の西欧重視、アメリカ的経営・金融モデル一辺倒から、日本的経営や日本のプレゼンスに関

心が高まる契機となる可能性もある。いずれにせよ、今後、同国でのビジネス環境は急激に変

                             
3 特に、初級コースの人気が高く、応募者数は定員の約 2倍。また、長期コースの継続率は約 8割。 
4 1991 年に独立して以来、経済のマイナス成長が続き、経済規模は独立前の約 3 分の 2 にまで減少したが、独立後初めて GDP プラ
ス成長を記録した 2000年以降は、年平均 6～9％と急速に経済成長率を高めている（過去 5年間でみると年 7％以上の成長率）。経
済成長の背景としては、同国の主要産業のひとつである金属産業の復興、通貨フリヴニャ安を背景としたウクライナ製品の輸出増、
消費財を中心としたウクライナ産業の復興、隣国ロシアの好景気による牽引などが指摘されている。 

5 同国は鉄鋼、機械、化学産業等が盛んながら、エネルギー資源には乏しく、石油はじめ主要なエネルギー資源を輸入に頼っている。 
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わる可能性が高いが、現時点では不測なことから、本プロジェクトの活動については、柔軟に

対応していく必要がある。 
 
 （3）我が国の優先政策・分野との整合性 

市場経済化に向けた人的資源の開発支援は我が国の優先分野のひとつであり、その政策はプ

ロジェクト開始当初から変わらず、プロジェクトの方向と合致している。 
 
４－２ 有効性 

事前評価時には、UAJCの事業を通じてプロジェクト目標が達成できると判断している。ビジネ
スプログラムを除き、その判断は今次も変わらず、プロジェクトの有効性は高いと判断される。 
 
 （1）プロジェクト目標の達成見込み 

既に前章（第3章 プロジェクトの実績）で述べたように、全体でみると、プロジェクトの
活動はほぼ計画どおりに実施され、成果をあげていると判断される。特に、日本語コース、相

互理解は多くの応募及び参加を得ており、非常に人気を博してきている。このことは、同事業

が「熱烈な日本ファン」とも呼ぶべきウクライナの人々の間に受け入れられ、評価及び信頼を

得たということもできよう。なお、UAJCの組織・運営体制も徐々に体制を整えつつある。こ
うしたことから、プロジェクトの有効性は高いといえ、高いパフォーマンスが引き続き今後も

維持できれば、プロジェクト終了までに、本プロジェクト目標である「UAJCが、『ウクライ
ナの経済成長に資する人材の育成』と『日本ウクライナ両国の社会・経済・文化面における交

流関係促進』という統合的機能を果たすための体制が整備される」見込みと判断できる。 
ただし、プロジェクト目標にある「センターがその役割を果たすようになる」ためのセンタ

ーの持続的な運営と機能の強化に向けた課題は、①カウンターパート（C/P）及び現地スタッ
フの能力向上や現地講師の育成、②UAJC並びにキエフ工科大学（KPI）の実施体制の確立、
さらに③新UAJCビルの建設、である。これからの2年半はコースやプログラムの運営を実施す
るだけではなく、C/Pや現地スタッフのオーナーシップの培養とキャパシティ向上のために必
要な対策を実施することが不可欠となろう。また、新UAJCビルの建設に向けて、引き続きウ
クライナ側とともにモニタリングを行うとともに、完成後の日本センターの事業実施内容や運

営方法を検討することが必要である。 
 

 （2）成果がプロジェクト目標の達成につながるか 
まず日本語、相互理解事業は共に、プロジェクト開始後、ニーズも高く、リピーターも多く、

運営も効率的、効果的に行われた結果、順調な滑り出しであるといえる。一方、ビジネスプロ

グラムは、長期専門家の不在や、何よりウクライナのビジネス環境のなか、苦戦しているのが

現状である。 
各事業の成果をプロジェクト目標の達成につなげるには、ウクライナの特質・特性である「日

本」への大きな関心を軸に、この3事業を有機的に結びつけて、連携した事業の展開を図るこ
とが重要であろう。また既に妥当性の項でも述べたように、事業の展開及びプロジェクト達成

には大学側の参画が不可欠であり、いかに大学側の参画を引き出す施策を練れるか、またビジ

ネスプログラムの核となるマッチング機能を軌道に乗せられるかにある。 
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以下、プロジェクトの達成を促進あるいは阻害してきた要因について、分析し、整理してみる。 
＜促進要因＞ 
・ 開所前の準備及び法的措置6の整備や特恵などによって、独立採算や自立運営に必要な

各種基盤が整えられたこと 
・ 運営・管理体制の早期構築（プロジェクト雇用スタッフへの指導の結果、スタッフの
主体性の拡大及び責務・役割の強化7） 

・ 日本文化・社会に対する関心の高さ（ウクライナの人々は日本の文化、言葉、さらに
芸術に興味を抱いているといえる。また今までは日本のビジネス手法を知らなかった

企業が、別項目とする日本のビジネスあるいは開発技術を学ぼうとの意向もみられる）、

日本の製品（車や電気製品ほか）に対するよいイメージや評判 
・ 数少ない在留邦人からのさまざまな協力（運動会、各種文化イベント、日本語コース
支援、ビジネスフォーラム、冠講座への参画、また日本企業のボランティアによる協

力） 
・ その他 
一方、下記に示したとおり、C/Pの理解、関与の低さや活動スペースの制限、さらに2008年

度に入ってからの金融危機といった事情が大きく阻害要因としてあげられよう。 
＜阻害・課題要因＞ 
・ 金融危機はじめ経済情勢、政情不安8：日系企業や投資家のウクライナ進出に支障（各

種支払い時の換算レート問題等） 
・ C/Pの配置不足：KPI側の運営機能関与（役割の明確化と人材投入） 
・ 新UAJCビルが未完成のままになっている（活動実施のための教室の確保はじめ、事業
実施＆拡大への障害）。 

・ 現地スタッフの定着率の低さ 
・ 教室の不足9（相互理解事業やイベントあるいは日本語教室のやりくりが容易でない） 
なお苦戦している「ビジネス研修」の困難性の要因分析を行うと以下のとおり。 
・ 輸出先としてロシアさらにベラルーシ共和国、アルメニア共和国（以下、「ベラルーシ」
「アルメニア」と記す）など独立国家共同体（CIS）諸国が多いが、いずれはヨーロッ
パ市場に売り込みたいなどビジネスが欧州に向いており、日本的経営（特に生産管理

やオペレーション改善・効率化、競争力強化に資するもの）に関心はあるものの、欧

米の資格取得や、短期でビジネスに直結するものに飛びつきたがる傾向があること 
・ 中小企業を焦点に当てたとはいえ、企業の規模による経営システムの差あるいはビジ
ネスマンのマインドやニーズに大きな差がないこと。ウクライナの市場経済化が欧米

                             
6  受講生・講師との契約、税金手続き、給与支払い手続きなどウクライナの法律に則って実施できるよう KPIの定款の体制が整備さ
れてきた。 

7  プロジェクトの運営スタッフに関して、日々、相当な時間をかけ、プロジェクトの調整、運営、会計に関する技術移転を行った結
果、現状スタッフが多くの調整員事務（会計・総務・庶務）をこなし、既に軌道に乗りつつある（専門家及び現地スタッフからの
質問票並びにインタビュー回答結果より分析）。 

8  政治状況は常に混迷状態にあり、特に KPI<UAJC>の建物問題で、度重なる関係閣僚の配置換えによる方向転換に翻弄されている
との回答あり。 

9  現在の仮サイトは 370㎡と他センターに比較して数分の一で、有料講座の拡大は困難（イベントは他所で実施しており、開催・運
営面でも容易でない面あり。一方、センター外で実施することによる面的な広がり及び運営管理の能力向上というメリットもあり）。 
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の資本・手法の導入により進んでおり、欧米のビジネススクールをはじめとするマー

ケット市場が既に存在し、競争が厳しいこと（UAJCは後発組） 
・ 参加受講生の問題意識は非常に高く、そのため質の高い講師陣の選定や確保及びレベ
ルの高いコース開催は容易でないこと［受講生のレベルは他の日本センター（ベトナ

ム社会主義共和国、ウズベキスタン共和国、カザフスタン共和国、モンゴル国（以下、

「ベトナム、ウズベキスタン、カザフスタン、モンゴル」と記す）などと比較しても

各段に高いとの講師の評価］ 
・ C/PであるKPIは民間企業との結びつきがないため、ビジネス研修受講生を募集するう
えでネットワークを有していないこと 

・ KPI側のビジネスプログラムへの運営参画が限られていたこと（プロジェクトとKPIと
の連携関係が希薄） 

・ ビジネスプログラム運営管理を担当する長期専門家がおらず、他の専門家の負担が大
きかったこと（専門家不在によって、ビジネス研修全体の方針、あるいはコースの計

画、実施、運営が曖昧） 
現地スタッフの離職が多く、コース運営に関するノウハウの蓄積がないこと 

 

４－３ 効率性 
 （1）総 論 

達成された成果の量と質をみる限りにおいて、投入は成果を出すうえで、極めて効率的に活

用されたと評価される。またプロジェクトは限られた予算並びに期間のなかで効率的に実施さ

れており、費用対効果が高い。ただし、当初の計画どおり実施されていないものもあった。日

本側の投入としてはビジネスプログラムを担当する長期専門家、またウクライナ側の投入とし

ては、実質的なプロジェクト・マネージャーの適正配置がいまだになされていない。 
 
 （2）UAJC運営管理体制の確立 

合同調整委員会（JCC）は予定どおり年に一度ずつ開催され、UAJCの運営にかかわる課題
の検討等が行われた。ただし、双方の考えに相違があり、まだ活動の指針や方向性、さらにそ

れを支える実施運営面での体制整備について、合意まで至っていないのが実情である。 
運営管理体制については、以下のとおり。 
KPI側は、現在まで常勤会計役1名と最低必要限のC/Pを配置している。また、現地講師はモ

チベーションが高く、その能力あるいは指導方法は非常に適切と判断される。現地スタッフに

関しては、プロジェクト終了後にKPIへの雇用換えを念頭に置いた最低限の人数及び給与レベ
ルをプロジェクト当初、計画し行ってきた。しかしながら、ウクライナの急激な経済成長で、

最低賃金レベルでの維持が困難となり、さらにKPIからのC/P配置が計画どおりでなかったた
め、現地スタッフのフルタイム雇用などローカルコスト負担を増やす方向に転換せざるを得な

くなった10。 
一方、相互理解促進事業に関しては、文化講座講師5名全員がKPIと契約し、C/Pスタッフと

                             
10 自立発展性の面でみると、プロジェクト終了時に離職する可能性のある現地スタッフが運営の大部分を行っていること
のリスクは、専門家はじめスタッフも重々認識している。  
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して正式雇用されている一方、プロジェクト現地スタッフとしてウクライナ人及び現地在住日

本人を雇用し、専門家との共同作業でイベントやフォーラム並びに図書室運営を実施しており、

計画から実施運営まで、そのノウハウは確実に移転・蓄積されていると評価できる。 
日本語事業もほぼ相互理解事業と同様な状況である。 

 
 （3）ビジネスプログラムの実施 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に記載されたとおり、ビジネス研修の開
催のみならず、ビジネスフォーラム、共同セミナー、さらに産学間連携、貿易投資促進と多様

な活動が計画されている。 
ビジネスプログラムのこれまでの実績はミニッツ ANNEX 9のとおりだが、こうした多様な

活動を行うにあたって、その実施運営を行うスタッフの不足等から期待されたとおりには行わ

れていないのが現状である。特にKPIでの有料ビジネス研修の開催は、激化する競争や企業の
欧州連合（EU）志向などから容易でない。 
一方、最近になって、次に述べるとおり、双方の機関にとってメリットのある事業活動を計

画し、効率的な事業展開を行ってきている。例えば、①産学官連携では、科学技術アカデミー、

産業企業家連盟といった新たな機関との連携開始、②投資部門では、ウクライナ投資庁との共

同セミナー開催、③現地の日系企業との連携、特にビジネス･フォーラムではほとんど経費を

使わず、有意義な有料講座を展開、さらに冠講座も開催、④ビジネス有料研修の地方展開では、

中小企業ユニオンとの連携など。さらに顧客の開拓については、相互理解促進あるいは日本語

事業の活動を通じて行うことで、参加者の確保あるいは拡大を図っており、事業の効率実施の

点では非常に有効な手段であると判断される。 
なお、同プログラムについては、専任の長期専門家が長い間不在であり、短期専門家派遣だ

けで実施されてきたことから、当初期待されたとおりの成果をあげられなかったといえる。ま

た短期専門家に関しても、現在まで9名が派遣されたが、その活動評価にばらつきがある。既
に有効性のところで、「ビジネス研修」の困難性の要因分析を行い、ウクライナのビジネス環

境の困難性を指摘したが、短期専門家の派遣については、ウクライナに派遣しても、受講生の

満足を得られないばかりか、UAJCの評判を落とすことでその後の運営に悪影響が出るため、
今後、質の高い日本人講師の確保が重要課題である。 
ウクライナ側からはビジネスプログラムに関するC/Pが1名配置され、本邦研修にも参加する

など、運営及び活動実施に係る参画が期待されたものの、本業の教職で多忙なこともあり、実

質の関与はほとんどないままである。 
なお、現行のUAJCでは教室が1つしかなく、定期的に施設を利用している日本語コースと相

互理解の定期文化講座で既に飽和状態であり、ビジネスプログラムの実施はUAJCの施設以外
でしか行えない実情があり、大学の他施設を利用したり顧客企業でビジネス研修を実施するな

どの対応を迫られている。 
 
 （4）日本語コースの実施 

長期専門家がニーズを反映した講座を企画、モニターし、非常勤講師を管理しており、質の

高いサービスが提供できている。アンケート、インタビューにおいても「日本語コースの質の

高さ」「図書館や設備など環境」については高い評価がなされている。コース運営は順調であ
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り、受講料収入により講師人件費や必要経費の支出をカバーする独立採算運営を行っている。 
一方で教室不足や教師及び運営スタッフの人材不足が指摘されている。教室不足について

は新UAJCビルが完成すれば教室の確保が可能になるとともに、人材不足についても講師育成
コース実施により改善が期待できる。 

 
 （5）相互理解促進事業の実施 

現在、本事業実施のための専任の日本人専門家の投入はなく、数多くの協力機関や、在留邦

人、さらにはボランティアで支えられている事業といえる。また、有料文化講座を実施するに

あたっては、プロジェクト携行機材費で必要な資機材（例：たたみ、着物、生け花用の機材ほ

か）を調達しているが、これらが講師によって有効に活用されている。また講師の謝金は完全

に収入で補い、かつ一定の収入をもたらせているなど費用対効果は大きく、独立採算制をとっ

ており優良事業ともいえる。 
また、在ウクライナ日本大使館の文化事業とも連携をとり、双方に効率的な効果をもたらせ

ているなど、そもそもプロジェクトのみでは実施できなかった連携イベントも数多い。 
 
 （6）コスト負担 

日本側のローカルコストに関してはほぼ適切と判断。ウクライナ側のローカルコストは、討

議議事録（R/D）でプロジェクトの活動を支えるコスト（場所、光熱水料、共益費、警備、掃
除人夫）は最低限確保されている。さらに、新しいUAJCの建物がウクライナ政府の予算で建
築が進んでいることは、ウクライナ側の大きな貢献として特記できる一方、その投入タイミン

グはプロジェクトの終了に間に合わなければならず、今後も注視が必要である。 
 
４－４ インパクト 

当指標を基に現時点で評価を行い、判断するには時期尚早であり、引き続き事業の継続及び発

展のなかから、目に見えるインパクトや波及効果とその傾向をモニタリングしていく必要がある。

しかしながら、UAJCは市場経済化を推進するウクライナのなかで、少なくとも、ビジネスをはじ
め、社会、文化などさまざまな分野、領域でのマッチング機能を有しており、人的資源開発に貢

献しているといえる。さらには、妥当性の評価で述べたように、本プロジェクトはウクライナ国

民に対し、大きな貢献が可能であることは明らかであり、引き続き、UAJCはウクライナ国民の間
で、日本に関する多様なプログラムやイベントの「場」として、両国民の相互交流の場として大

いに活用されると思われる 
なお、あくまで現時点での状況についてであるが、PDMの3つの指標に係る効果発現事例をあげ

ておく。まず、指標１の「UAJCの活動やマッチング機能によって、何らかの便益を受けた、ある
いは効率性が向上した人・企業・組織」の事例として、以下の例があげられる。 
・ 有料のビジネス研修を受講した3社の企業が、取得した知識を実際に職場に生かし生産性・効
率性を向上。 

・ ビジネス研修で派遣された日本人講師が、ウクライナ企業の独自予算による招聘で、再度、ウ
クライナでビジネス研修を実施し、企業の役員に就任。 

・ 貿易投資セミナーの日本貿易振興機構（JETRO）講師（ポーランド事務所）とウクライナ地方
都市の連携が実現。当該講師が東欧日系企業誘致プロジェクト責任者に任命。 
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・ プロジェクトの仲介で、日系企業2社が国際会議での商品展示会に出展（パナソニック社、ソニー
社）。 

・ UAJCの活動が開始されたことで、日本語の学習機会のなかった学習者（年少者、大学に日本語
講座のない学生、社会人など）に学習機会を与え、身近にしかも質の高い日本語を勉強する場

所機会を与えることができた（一般に開かれた図書館及び優秀な講師が豊富な機材を基に、さ

まざまなレベルに対応した日本語の各種コースを実施するといったことは今まで当国になかっ

たもの）11。 
・ その他［日本の生産管理技術を習得したウクライナ企業（7社）の本邦有料研修を準備中］ 
また、指標2の両国の市民間連携・交流につながった事例として、以下があげられる。 

・ プロジェクトで活躍した日本企業のボランティア講師（相互理解）とウクライナの地方団体や個
人との連携が3年にわたり継続中。 

・ 相互理解促進活動で連携した地方の大学に、日本語の講師を派遣。 
・ フォーラムの講師が、ウクライナの音楽家と連携して音楽祭に出場。 
・ 当時外相であった麻生首相からUAJCにマンガの寄贈を受けた。その後、ウクライナのアニメ・マ
ンガファンと連携して返礼イベントを行い、麻生首相の似顔絵を寄贈し、再度麻生首相より写真

が送付されるなどの交流が実現。 
・ UAJCの活動を知ったウクライナのロック・スターとの交流が実現。 
最後に、指標3のUAJCの認知度については、プロジェクト開始後2年半という短い期間でもあり、

現時点での評価は困難であるが、センター利用者数と層の拡大、また特に文化面のイベントに関

するマスコミへの露出が高く、幾つかの大型行事もキエフ市内で開催12してきていることから、

UAJCの存在は徐々にではあるがウクライナ国民に認知されつつあるといえる。一方、日本語コー
スもプロジェクト開始後3年目で、既に当地で認知された。なお、新UAJCビルが完成すれば、駅
からも近く、またスペースも広く、活動も数多く実施可能であることから、その存在はさらに認

知されると期待される。 
ウクライナ国内にはUAJCのように、日本に関する情報を入手できる組織はほかに存在しない。

また、ウクライナ国民は日本の文化や伝統に非常に高い関心をもっており、日本を知るうえで

UAJCは、大きな役割を果たしている。よって、UAJCはウクライナにおいて日本に関するあらゆ
る情報を集約する「ハブ」または「サービスプロバイダー」となる可能性を有しているともいえ

る。 
 
４－５ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性はプロジェクト関係者の能力及びその意識に大きく左右される。

まずは、現地スタッフについてはかなり能力及びノウハウも蓄積されてきており、実施運営は可

能とはいえ、KPI側がいかに雇用継続するか、何より各事業を継続発展させる意思を有するか否か
による。何よりの課題は、UAJCはウクライナと日本の共同事業という性格を有しておりながら、
実際には、大学（KPI関与部分）とプロジェクト（日本人関与部分）との2つの組織が存在するこ

                             
11  なお、2005 年より実施されている日本語能力試験の申請者数も 321 人（2005 年）、354 人（2006 年）、367 人（2007 年）、441
人（2008年）と増加し、増加率も前年比で 10％、3.6％、20％と大きく伸びている。 

12  スポンサー資金で、キエフ市中で大規模なイベント（和太鼓講演、1 周年記念、ドリームランドフェスティバル、2 周年映画祭）
を実施し、マスコミでもたびたび報道されることで、ウクライナでの日本のプレゼンスが高まりつつあるといえる。 
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とである。 
いずれにせよ、UAJCの今後のあり方やヴィジョン等についての議論と共有が必要となる。これ

まで、何度か、UAJCの関係者の間、またC/P機関との間で、UAJCの今後やヴィジョンに関する議
論はなされているものの、常に平行線のままであり、歩み寄りがみられず、各事業の詳細設計と

その修正を行っていくうえでも、UAJC全体の方向性を具体化すべき時期にきている。可能な限り、
早期にかつ丁寧な議論の場を何度もつくり、合意形成を構築していくことがプロジェクト関係者

には求められる。 
 
 （1）事業の自立発展性 

日本語及び相互理解事業は活発な活動が行われ、参加者からの評判も高く、今後も持続した

活動が期待されている。また、これらの事業は収支バランスもよく、各事業を継続することに

よって、日本ファンの確保と安定した事業運営、UAJC会員数の増加が望まれるよう、ウクラ
イナのニーズに即した質の高いコースを提供していく必要がある。一方ビジネス研修は、他の

事業と比較すると、まだ活発ではない。状況は変わりつつあるものの、以上のことは、あくま

でプロジェクト期間中のことであり、その後のことをどうするか、新建物建設の後、KPIの意
向も踏まえ、慎重に討議を重ねていく必要がある。 

KPI側は、新UAJCビルにおいて、科学技術振興や日系企業との共同研究プロジェクトの実
現を希望しており、プロジェクト終了後も継続的に支援がなされるよう日本側に要望があるこ

とから、こうしたKPI側の意向や事業の継続性について検討を要する。 
なお、相互理解促進事業では、大きく①有料文化講座、②各種イベント・フォーラム、③図

書館運営があるが、多くは、ウクライナ側でも実施運営は可能である。しかし、大型のイベン

トはスポンサーからの支援で実施されており、スポンサー探しや日系企業との連携については、

日本人の関与、イニシアティブが必要かと思われることから、組織管理していくにはまだ日本

側の支援がなければ容易でないと推測される。一方、日本語事業は、ウクライナ人教師の日本

語能力はおおむね高く、教師研修への意欲も高いことから、ウクライナ国内で質のよい講師を

調達することが可能である。また、現在のローカルコース・マネージャーも日本語能力が高い

うえ、プロジェクト自体に対する理解も高く自立発展性が高い。 
 
 （2）組織面での自立発展性 

UAJCの組織体制は確立しつつあり、法的措置や各事業活動に係るノウハウもかなり蓄積さ
れている。また事業実施を支える現地スタッフのキャパシティも職場訓練（On-the-Job 
Training：OJT）を通して、高まりつつある。なお日本語及び相互理解事業の現地講師の給与
はUAJCの自己収入から補われている。しかし、現在のプロジェクトの活動継続のため、現在、
プロジェクトが担っているUAJCの運営管理体制をKPI<UAJC>側に徐々に移管していく必要
がある。そのためには、KPIの一層の関与や何より現地スタッフの活用・雇用による運営管理
部門を確立すること、さらには新UAJCビルの完成、さらにはUAJCの事業活動を「組織」とし
て支える体制の強化が必要である。 

 
 （3）政策面での自立発展性 

ウクライナは2007年までは好調な経済成長に支えられてきたが、2008年になって金融危機の
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影響を被っており、現時点では先が読めない状況にある。ただし、ウクライナの経済成長、特

に市場経済化に資する人材の育成や、日本をはじめとする各国との社会・経済・文化面におけ

る交流関係促進、関係強化は、政治・経済状況が変化しようとも変わりはないと思われる。 
 
 （4）財政面での自立発展性 

プロジェクト開始時の2006年の事業収入をみると、スポンサー寄付金が全体収入の6割を占
めているほか、相互理解促進/図書館が2割弱、日本語コース1.7割強となっており、ビジネス
有料コースの収入がなかったのが大きな特徴であった。その後、相互理解促進/図書館及び日

本語事業については引き続き好調な事業収入を得ており、財政基盤の強化に役立っている。 
しかしながら、2008年に入ると、ビジネス事業も有料講座の実施によって、約1万4,000米ド

ル（2008年4月～10月末のみ）の収入があり、支出を抑え貯蓄がなされるなど、他の事業と肩
を並べるほどにまで急速に成長しつつある。まだ2008年の上半期だけでもあり、金融危機の影
響下、予断は許さないものの、この状況が続けば、財政面での自立発展への期待がもたれる。 
なお、センター収入は、2006、2007年各々、約740万円、580万円で、収入はKPI全体のアカ

ウントに口座をつくり積み立てられている。また、運営経費については、JICAのプロジェク
ト現地活動費（約1,480万円/2007年）及びKPIアカウント（約443万円/2007年）から支出して
おり、支出比率は、およそ3：1となっている。なお、KPIアカウントの支出は、約2割がKPI
の人件費負担である。KPI側は［R/Dで決められている（光熱費、人件費等）は履行している］
KPIアカウント残高について2008年10月末現在で、4万4,808米ドル（約440万円）としている。
有料事業会計収支はミニッツ ANNEX 9のとおり。 
また、UAJC収入/支出状況（2006～2008年度）は図4-1のとおり。 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ UAJCの収入/支出状況 

 

各事業は独立採算制であり、日本語並びに相互理解事業に関しては財政的な自立発展性は見

込まれるといえる。例えば相互理解促進事業の場合でみると、以下のとおり。 
 
1）有料定期文化講座 
講師謝金は税金も含めて、受講料で100％補っている。また消耗品も2007年からは受講料
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に含まれ、運営もKPIスタッフが主体的に行っており、プロジェクトからの自立はほぼ100％
達成しており、この分野では財政面のみならず、運営面でも自立発展性が確保される見込み

である。 
 

2）各種イベント・フォーラム 
現在、大型のイベントはスポンサー資金で実施する一方、小規模なワークショップもでき

るだけ経費を回収して実施するようシフトしてきており、自立発展性の可能性としては低く

ない。ただし、ウクライナの経済状況によってスポンサー資金に大きな期待ができない場合

は、困難が予想される。 
 

3）図書室運営 
図書室利用に係る会員費収入（現状、学生、年間約1,200円程度、大人2,400円程度）があ

り、そのなかから、司書スタッフを雇用することで、自立発展は可能。ただし、蔵書や雑誌、

ビデオ等の購入に関しては何らかの日本からの継続支援は必要である。 
 

なお、全体でみると、プロジェクト支出は事業収入を上回っており、他の日本センター同

様、中長期的な視点での財務的な自立発展のため、収入増をはじめ、財政自立の課題を抱え

ている。 
ちなみに、センター運営経費におけるセンター収入額の割合は、2006年及び2007年では平

均で29％であり、2008年も半期ながら、収入・収支の予測を踏まえると30％を超える可能性
があることから、プロジェクト開始から短期間でこの水準に達しているのは特筆すべきとい

える。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

図４－２ センター運営経費におけるセンター収入額の割合 
 
（5）その他 

UAJCビルの建設については、ウクライナ側により毎年度予算が確保され、建設が進められ
てきた。KPI側は、関係省庁の閣僚にも働きかけ、2009年も建設予算は計画どおり配賦される
と再三、説明し、副学長もコミットしている状況ではあるが、2008年10月の金融危機の影響も
あり、今後の動向についてはまだ不透明である。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ プロジェクトに対する提言 

本フェーズ後半、さらには将来に向け、より効率的かつ効果的な運営を図るため、調査団は以

下の提言を行った。 
 
 （1）ウクライナ日本センター（UAJC）の新しい管理体制の構築 

プロジェクト終了までに、UAJCの収入による人員配置を含めて、UAJCの新しい管理体制を
キエフ工科大学（KPI）側が構築する必要がある。 

 
 （2）ビジネスプログラムの運営機能体制の強化 

今までビジネスプログラムはビジネス研修やイベントを十分に開催するに至っておらず、参

加者及び収入も限られたものであった。この数ヵ月でプログラム実施の状況に変化がみられる

ものの、まだ計画策定はじめ、運営、調整、意思疎通など運営機能体制の強化が必要である。

さらに同プログラムの継続化には、KPI内の関連部局との連携が必要である。また、同プログ
ラムの運営管理のために日本人専門家の派遣が望ましい。 

 
 （3）UAJCの新しい建物の建設と機材供与 

2009年度内に新UAJCビルが完成し、また必要な機材が供与されるよう双方が最善を尽くす。 
 

 （4）日・ウ間の継続的な協議 
二国間関係におけるUAJCの役割の重要性に鑑み、同センターでの活動の担保とともに、科

学技術分野をはじめとするさまざまな領域での協力の可能性などを、双方が引き続き協議して

いく。 
 
５－２ 各活動に対する提言 
また、5-1の提言と併せ、プロジェクトの各活動（センター運営、ビジネスプログラム、日本語

コース、相互理解促進事業）に対しての提言は、以下のとおり。 
 

 （1）センター運営 
1）プロジェクト終了後も、現在のプロジェクトの活動が継続されるようになるためには、現
在のプロジェクトが担うUAJCの運営管理体制をKPI<UAJC>側に移管していく必要がある。
そのため、KPI<UAJC>のカウンターパート（C/P）・スタッフの配置に対するKPI側による予
算措置は期待できず、費用はKPIアカウントから捻出されると想定されるため、新UAJCビル
の活用も含め、いかに事業収入を増加させていくか、が喫緊の課題である。 

 
2）KPI<UAJC>のC/Pスタッフに対するセンター運営管理、事業運営実施等の技術移転も必要
である。選択肢のひとつとして、現在プロジェクトが雇用するスタッフをKPI<UAJC>のC/P
スタッフとしてKPI側に雇用してもらう、という案もある。この場合、新たな技術移転は不
要であり、事業運営実施体制の移管が円滑に行われるが、KPIスタッフとしての雇用は国家
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公務員扱いとなるものと考えられるため、給与体系上、容易ではないと考えられる。 
 
 （2）ビジネスプログラム 

1）今後、ビジネスプログラムは、①（できる限りKPIと協力し）地方都市を中心に日本的経
営に興味を有する経営者層の拡大とそのフォロー、②日ウ両国のビジネス・貿易投資・大学

間・科学関係のマッチングの機会の提供を継続して実施していく。そのためには、プロジェ

クト運営体制を整備し、計画立案、運営管理、及び評価モニタリングを行うセンタースタッ

フの育成が急務であり、ビジネスプログラム運営管理専門家を早期に派遣することが肝要。 
 
2）いくつかのウクライナの企業は、金融危機を事業シェアの拡大やM&Aのチャンスと捉え
ていること、また、地方においては、これまでプロジェクトが実施してきた日本的経営への

ニーズが確認されていることから、プロジェクト後半についても、引き続き、地方を中心に、

これまでの受講者に対するフォローアップ研修を継続していくとともに、地方における日本

的経営に関する無料セミナーを実施し、日本的経営に興味を有している対象者の拡大を図る。

また、KPIのビジネス関連学部の教授陣と連携したセミナー等の実施を模索する。 
 
3）現地の日系企業の駐在員などを講師としたフォーラム等についても、日系企業の駐在員に
とってもメリットがあり、かつウクライナ側からのニーズも高いことが確認された。一方で、

金融危機の影響も考慮し、今後、それぞれの個々の講師の求めるニーズ（ビジネスパートナ

ーの発掘、商品の広報、宣伝）に応じてテーマを設定し、プロジェクト期間中は、継続的に

開催していく必要がある。 
 
4）日本からは、引き続き、ウクライナに日系企業や日本の大学とで、ウクライナの大学や企
業との連携を希望している機関などを現地に派遣し、KPIやウクライナの関係者を招聘して、
産学官連携の紹介や科学技術関連セミナーを開催するなど、マッチング支援活動を継続させ

ていく。 
 
5）2009年1月上旬からプロジェクトのチームリーダーとして派遣される水谷・日本貿易振興
機構（JETRO）対日投資部長の、これまでの経験と知見を活用し、今後は、ビジネスマッチ
ングに必要な基盤整備、情報発信機能の強化、欧州地域のJETROのリソースを活用した貿易
投資セミナーの実施等の強化を図る。 

 
6）なお、これらマッチング支援活動を通じて、有料で日本へ訪問したいとする企業、参加者
を対象とした、日本でのビジネス研修を来年度（2010年3月）に予定。同有料研修の参加者
からの評価によって、今後のビジネスプログラムの活動とするか否か、検討する。 

 
以上、調査団が提案する、プロジェクト終了までの今後のビジネスプログラムの方向性（案）

は、以下の図5-1のとおり。 
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地方

キエフ

日本

●日本型経営の普及、日本シンパの裾野の拡大（年3回程度）
・セミナーの開催（無料）

●（日本シンパに対する）フォローアップ研修（有料）
・個別企業研修
・個別企業診断

●産官連携マッチング支援セミナー
・産学官連携紹介セミナー ・科学技術紹介セミナー（無料）
・ビジネスフォーラム/合同セミナー（現地日系企業中心）（有料）
・貿易投資促進セミナー、ビジネスマッチング（JETRO中心）（無料→有料）

・コストシェア研修（有料）
・日本ビジネス研修

 
 

 
（3）日本語コース 

1）日本語コース運営実施体制は整備されつつあるものの、コースが常に参加者のニーズに合
った魅力的なものになるよう、コース内容のモニタリングを継続する。 

 
2）日本語教師会運営の現地講師主導体制への移行に向けて、各種行事等の運営を、日本語教
育専門家と現地講師で協働しつつ、現地講師が主体で運営実施できるよう、技術移転を行う

必要がある。 
 

3）初級クラスの人気は高い一方で、日本語講師の人数が不足しており、量的にニーズに応え
られていない。初級クラスの増加は、プロジェクト収入の増加にもつながるため、今後の

UAJCの自立発展性を考えると、「日本語コース講師育成講座」の開講を検討する必要がある。
なお、右コースを受講したものは、初級クラスのアシスタントとして採用し、講師としての

経験を積ませるなどの方策も検討する。 
 
 （4）相互理解促進事業 

相互理解促進事業は「日本」を広報するよい機会であり、在ウクライナ日本大使館も継続を

強く要望しており、持続的な実施を実現させるための体制整備が必要となる。例えば、在ウク

ライナ日本大使館の機能の一部（例えば文化・広報）の分室を新UAJCビルに設置することが
できれば、プロジェクト終了後も現在の相互理解促進事業の一部を確実に継続させることが可

能となり、またKPI<UAJC>の運営状況もモニタリングできるようになる。右可能性について
は、プロジェクト終了に向け、在ウクライナ日本大使館と協議を継続させていくことが必要で

ある。 
 

５－３ 教 訓 

本中間評価調査を通じ、主に他の日本センタープロジェクトで参考となるべき教訓として、以

図５－１ プロジェクト終了までのビジネスプログラムの方向性（案） 

・産学官連携紹介セミナー ・科学技術紹介セミナー（無料）
・ビジネスフォーラム/合同セミナー（現地日系企業中心）（有料）
・貿易投資促進セミナー、ビジネスマッチング（JETRO中心）（無料→有料）

・個別企業研修
・個別企業診断

・セミナーの開催（無料）
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下の2点をあげたい。 
 （1）プロジェクト終了後を見据えたC/Pとの定期的かつ継続的な協議 

多くの日本センターに共通しているが、専属のC/Pが配置されておらず、日本側が中心とな
ってプロジェクト活動を行っている場合が散見される。UAJCにおいても、正式に配置されて
いるC/Pは4名であり、実質的に運営に関与しているのは会計士1名のみで、ウクライナ人所長
は、UAJCに常勤していないため、プロジェクト活動への関与は十分とはいい難い。これを解
決するために、KPI側とプロジェクト運営上の問題を協議する会議を定期的に開催することに
加え、在ウクライナ日本大使館との毎月の会議、毎朝30分程のスタッフ会議（KPI調整役とセ
ンタースタッフ、日本人専門家）など、関係者間の情報共有は緊密に実施されている。プロジ

ェクト活動を実施していくためにも、また、プロジェクト終了後のUAJCの方向性を協議する
際も、C/P側との対話を進めていくことは重要である。他の日本センターにおいても、プロジ
ェクト間のコミュニケーションと情報共有を意識した実施体制づくりがなされるべきである。 

 
 （2）プロジェクト終了後を見据えた各事業の独立採算の確立 

ウクライナでは、プロジェクト開始当初から、プロジェクト終了後を意識し、UAJCの自立
発展を念頭に、最低限の人員によりプロジェクトが運営されている。本邦から派遣する業務調

整専門家を、現地採用（日本人）に切り替え、各セクションに主任クラスの人材を登用するな

ど、現地スタッフ主導での事業展開を行い、運営の効率化をめざしている。また、日本語コー

ス、相互理解促進事業については、事業収入により、講師人件費や必要経費の支出を行ってお

り、独立採算運営を確立している。これら独立採算に向けての多くの取り組みは、他の日本セ

ンターのプロジェクト終了後の事業のあり方のモデルにもなり得る。 
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第６章 プロジェクト終了後のウクライナ日本センター (UAJC) 
の方向性に関する議論 

 
調査団は、中間評価調査と併せてプロジェクト終了後のUAJCの方向性について現地関係者

（日・ウ双方）との意見交換を行った。 
 
６－１ キエフ工科大学（KPI）側の意向 

ウクライナ側としては、日本とウクライナの科学技術協力、ビジネスマッチングの支援拠点と

してUAJCを活用したい、といった提案があった。また、KPIのサイエンスパークを活用し、日本
の大学や企業からのグラントを誘致したいというアイディアや、学生向けの講義やセミナーを充

実するような意見も出された。 
 
６－２ 現地の日本側（在ウクライナ日本大使館）の意向 
現地の在ウクライナ日本大使館からは、UAJCが二国間外交の拠点としても重要な位置づけであ

ることが、KPI側に説明された。ただし、KPI<UAJC>がプロジェクト終了後までに、現在のプロジ
ェクト活動を継続できる体制を構築できる可能性は低いとし、プロジェクト終了後もJICAからす
べて継続した投入を検討願いたい旨依頼があった。なお、日本語コースについては、シニア海外

ボランティア（SV）派遣の可能性を探りたく、実現に向けて必要であれば、ボランティア調整員
に代わって、在ウクライナ日本大使館がSVのサポートを行っていくことも検討可能との意見もあ
った。また、相互理解促進事業については、前述のとおり、UAJCに在ウクライナ日本大使館の文
化・広報部の分室を構える案も提案された。 
 
６－３ 今後に向けて 

KPI<UAJC>は、KPIの一部でありJICAプロジェクトとは別組織である、との認識である。これま
で実施してきたプロジェクトの活動を継続させるためには、KPI側に現在のプロジェクトの活動を
正確に理解させ、プロジェクト終了後、KPIとしてどの事業をどのような形で引き継いでいくか、
在ウクライナ日本大使館も含め、KPI副学長レベルとの対話を深化させる必要がある。KPI側のプ
ロジェクト事業実施のへのインセンティブは、①各種有料事業（日系企業とのビジネスの促進を

含む）を通じた収益、②日本との科学技術交流の促進の2点に集約される。なお、今までKPI側は
日本語事業や相互理解促進事業の詳細や意義、さらにはその成果を十分に理解していなかったも

のの、同事業は独立採算にて事業を行うことが可能なことから、KPI側がそのメリットを理解でき
れば、事業が継続されるものと考える。「日本の顔」を残すという意味でも、プロジェクト終了後

も引き続き「日本人」が、何らかの形でUAJCに関与することは不可欠である。今回の中間評価で
は、KPI<UAJC>にプロジェクトの運営管理を担当する部署を新設する必要性があるとしており、
調査団が想定するUAJCの将来の絵姿（案）は、以下のとおり。 
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第７章 総括/団長所感 
 
７－１ 評価結果 
プロジェクト開始後2年半という短期間、かつ一部専門家派遣が計画どおりとならなかったにも

かかわらず、プロジェクトは順調に進捗し、期待された成果が発現されつつある。今後も成果の

発現が継続されることで、ウクライナ日本センター（UAJC）が日・ウクライナの友好の象徴とし
て機能することが期待できる。5項目評価においては、自立発展性の面でキエフ工科大学（KPI）
側の更なるプロジェクトへの関与が必要とされており、今後KPI側の動向を注視する必要があるも
のの、その他の評価結果は概して高い。 
 
７－２ UAJCの組織上の課題 

UAJCは、2003年5月にKPIの一機関として設立され、2006年5月からJICAが技術協力プロジェク
トを開始した。しかしながら、以前から存在する「KPI<UAJC>」という組織と「JICAプロジェク
ト」がそれぞれ存在するという二重構造をもたらした。しかも、KPI側にとっての最大の関心が、
科学技術振興や産学連携であったため、UAJCプロジェクトの3本柱であるビジネス研修、日本語
コース、相互理解促進事業に対するKPI側の関心は、決して高いとはいえない状況にあった。この
ような経緯もあり、これまでプロジェクトに対するKPI側の関与が限定的であったことが、プロジ
ェクトの自立発展性にとっての最大の懸念であった。 
 
７－３ 自立発展に向けた展望 
しかし、KPI側は、新しいUAJCビルの建物費を確保するため、教育科学省、財務省への働きか

けや、討議議事録（R/D）に記載される義務の履行、UAJCに対する財務的特別優遇措置13の確保な

ど、限定的ではあるものの、プロジェクト側に対する配慮とコミットメントがなされていること

を確認した。 
また、本調査団との協議において、KPI側から、「プロジェクト終了までに、UAJCの収入による

人員配置を含めて、UAJCの管理体制をつくることの重要性を理解した」旨発言があったことは特
筆すべき点である。右管理部門へのスタッフの配置は、プロジェクト活動から得た収益を充当す

ることが予想されるが、運営管理部門へのKPI側のより主体的な関与が実現することで、プロジェ
クトの自立発展性に向けた道筋がみえてきたものと思われる。 
こうしたKPI側の態度の変化は、在ウクライナ日本大使館が、JICA以外のスキームでの支援や、

KPI側が期待する科学技術振興や産学連携等の支援の機会を提供したり、田宮専門家が産学マッチ
ングを目的とした各種の紹介セミナーやフォーラムを企画・実施したことにより、KPI側がUAJC
を設置したことによるメリットを実感してきたからといえよう。 
 
７－４ 将来像 

KPI側は、新しいUAJCの建物において、科学技術振興や日系企業との共同研究プロジェクトが
実現できるよう、本プロジェクトが終了した後も継続的に支援がなされるよう日本側に要請して

                             
13  KPIの内部規定に、発展係数というものがあり、これは予算の約40％を機材購入に充てるべきというものである。しかしKPI<UAJC>
はこれまで収入での機材購入を行っていない。これは、旧日本センターの資産であった機材を、KPI資産としたこと、並びに JICA
から機材供与を行っているため。 
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いる。KIP側がUAJCの運営に主体的に関与していくことが前提となるが、現時点で考えられる
UAJCの将来像としては、「新しい建物において、現在のプロジェクトの管理部門の実施体制をKPI
〈UAJC〉が引き継ぎつつ、UAJC事業に加え、複数の科学技術協力、日系企業との合同研究等の
プロジェクトが存在する」というものである。 

 



付 属 資 料 

 

ミニッツ 
 





















































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表 紙
	序 文
	目 次
	地 図
	写 真
	略語表
	評価調査結果要約表
	第１章 中間評価調査の概要
	第２章 評価の方法
	第３章 プロジェクトの実績
	第４章 中間評価結果（評価5項目による評価）
	第５章 提言と教訓
	第６章 プロジェクト終了後のウクライナ日本センター（UAJC）の方向性に関する議論
	第７章 総括/団長所感
	付属資料
	ミニッツ



